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要　旨

近年，中国など新興国が急激な経済発展を遂げ，それに付随して当該国に立地

する都市も急速な変化を迎えた．

特に人の移動に関しては，交通量から交通手段に至るまで多様な変化が起こっ

た．それらの実態を把握することを目的とし，各地でパーソントリップ（PT）調

査が実施されている．しかし，調査で得られる結果データは，マスタープラン策

定などの利用に止まっており，都市構造（都市機能の集積や立地等）の解析や，交

通施設整備等による定量的なインパクト分析などには用いられていない．

他方，都市計画や交通計画は，都市の構造や交通実態（交通量や交通手段利用

等）を変化させるだけでなく，個人レベルでの行動に対しても大きな影響を与え

る．それらを包括的に分析する手法として土地利用・交通モデルの研究が蓄積さ

れているが，通勤・通学トリップのみに焦点が当てられていたり経済体系として

均衡していない等，問題点を抱えている．

そこで本研究では，より詳細に家計による交通トリップを分析でき，かつ経済

体系として均衡が定義されたモデルを構築した．さらに構築したモデルを用い

て，中国・常州市を対象としてトリップ数の推計を行い，2009年に当該地にて実施

された PT調査結果との比較を行った．
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第1章 序論

1.1 背景

近 年 ，中 国 を 始 め と し た 新 興 国 は 目 覚 ま し い 経 済 発 展 を 遂 げ た ．そ れ に 付 随

する形で，当該国に立地する都市も急速な変化を迎えた．こうした都市交通の

変 化 ，特 に 人 の 移 動 実 態（ 交 通 量 や 交 通 手 段 ，目 的 な ど ）を 把 握 す る こ と を 目

的 と し て ，パ ー ソ ン ト リップ（PT）調 査（Household Interview Survey: HISと も 呼 ば れ

る）が世界各地で実施されている 1)．こうした調査は，基本的に調査対象の地域

が自主的に実施するものであるが，中には，国際協力機構（JICA：Japan International

Cooperation Agency）を始めとした我が国の援助によって，調査が実施されたものも

ある（表-1.1）．

現在，PT調査による結果は，交通計画の立案やマスタープラン作成などには

活用されている一方 1)で，そのデータを用いての都市構造の解析や，交通施設整

備の効果を定量的に評価したものはそれほど多くない 2)．しかしながら，今後，

更なる経済発展が予想され，新規公共交通システムや道路網の整備など交通イ

ンフラへの投資が予測される中で，これら都市政策によるインパクト分析の必

要性は高まると予想される．

こうした交通施設整備などの都市政策には，都市の構造（都市機能の立地や集

積）の変化，個人レベルでの行動にも大きな影響を与える．また，国際的な環境

意識の高まりから，都市政策によってどの程度環境に影響があるのかを分析する

ことは，計画立案・実行に際して必須の要項となり，計画実行に際してのインパ

クト分析は，不可欠な事項である．

他方，都市政策が実行された際のインパクトを測定する手法として，応用都市

経済モデル（Computable Urban Economics Model：CUEモデル）を始めとした土地利用・

交通モデルが用いられるが，現在，実務で実施されている分析では，通勤・通学

トリップに焦点を当てている（買い物などの私事トリップを考慮していない）こ

とや，構築されたモデルが厳密に均衡していない（経済体系として閉じていな

い） 5)といった問題点を抱えている．
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表–1.1 近年 JICAの援助によって実施されたパーソントリップ調査

出典：中村ら，JICA都市交通開発調査データベースの紹介-世界 11都市のパーソ

ントリップデータ-，2004

1.2 研究の目的

本研究では，先に示した背景を踏まえ，より詳細に都市政策による交通トリッ

プの変化を分析する為，家計サイドに買い物トリップを加え，かつ一般均衡理論

を ベ ー ス に 経 済 体 系 と し て 均 衡 が 定 義 さ れ た モ デ ル を 構 築 す る ．さ ら に ，2009

年 2月に PT調査が実施された中国・常州市を対象に，構築したモデルを用いてト

リップ数の推計を行い，PT調査結果との比較をすることによってモデルの再現性

確認を行うこととした．
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1.3 論文構成

第一章では，本研究を行うに当たっての背景と，それを踏まえての研究目的を

示す．第二章では，本研究で用いた土地利用・交通モデルの特徴，また既往研究

の整理を行い，環境影響評価に際しての留意点，特に二酸化炭素排出量のカウ

ントについて述べる．第三章では，Anasら 4)をベースにした一般均衡理論に基づ

く CUEモデル構築について説明を行う．第四章では，中国・常州市を対象とした

PT調査の概要と，集計した結果を示し，常州市でのトリップ状況（発生・集中ト

リップ数，それらの特徴）を示す．第五章では，中国・常州市を対象として第三章

で構築したモデルを用い，実際にトリップの推計を行った．そして，推計に依って

得られたトリップと第四章で集計された実際のトリップを比較することでモデル

の再現性について確認した．第六章では，推計によって得られたトリップと，PT

調査で観察されたトリップの比較を踏まえ，まとめと今後の課題を示した．

3



第2章 研究の基本的な考え方

2.1 土地利用・交通モデル

土地利用・交通モデルは，都市交通施策評価の為に土地利用モデルと交通モデ

ルを統合させる形で構築されたモデルである．

従 来 ，土 地 利 用 モ デ ル は ，総 人 口 ，交 通 条 件（ ゾ ー ン 間 移 動 時 間 ）を イ ン プッ

トとして，人口分布などをアウトプットとして与える．1964年に発表された Lowry

Model 3)を筆頭に数多く構築されている．他方，交通モデルでは，交通計画の評価

の為に構築され，人口分布，交通ネットワークをインプットとして，交通条件（ゾー

ン間移動時間や渋滞状況等）をアウトプットとして与える．しかしながら，土地利

用計画と交通計画は，土地利用，交通実態の双方に影響を与えている．例えば，

新たな地下鉄が整備されると沿線の利便性が向上し，居住者の増加や企業の立

地など市街地利用が促進される．これらの影響を整合的に評価する為，土地利

用・交通モデルが構築され，特にミクロ経済学理論をベースとして構築された土

地利用・交通モデルを，応用都市経済モデル（Computable Urban Economics Model）と

呼ぶ．

現在，実務で用いられている土地利用・交通モデルは，分析の際に必要なデー

タセットの規模が大きく（土地利用データや人口データ，トリップデータ等）かつ

モデル構造が複雑な為，再現性について指摘はあるが，近年，多くの地域で適用

されている．

これは，近年環境問題や交通基盤整備，都市計画における便益計測への意識の

高まりによって，都市政策による都市への影響評価を可能にする土地利用・交通

モデルの特徴が再評価されていると考えられる．

2.2 既往の研究

ここでは，現在に至るまでに蓄積されてきた土地利用・交通モデルに関連した

研究について整理する．
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理論フレームを提案した研究の代表例としては，Anasら 4)らが挙げられる．Anas

らは，比較的大きな都市（市内で必要な財が全て生産され，需要される）を想定

し，一般均衡理論を用いて均衡モデルを構築している．この中で，家計の行動部

分に通常は扱われない買い物による行動を扱い分析を行っている．モデルの構造

上，設定されたゾーン間でのトリップ量が算出されるようになっているが，交通

手段の選択は考慮されていない．また，モデルの前提条件として，居住地―就業

地の組み合わせを家計が選択した際に，財の種類ごとに買い物先も同時に決定

される仮定が置かれている．この為，買い物先の代替が考慮されておらず，ショッ

ピングモールの建設など家計の買い物行動に対して，インパクトを与える施策

の分析はできない．

土地利用・交通モデルをベースに行われた実証分析例としては，尹ら 6)や森杉

ら 7)が挙げられる．尹ら 6)は，土地供給者側に二段階の選択モデルを組み込んだ

モデル（連続離散土地供給型モデル）を構築し，京都市を対象として，実証分析

を行っている．また，森杉ら 7)は，立地者の需要に焦点を当てたモデル（立地者は

土地の消費面積を決め，供給面積は外生的に与えられる）を構築し，岐阜市を対

象として実証分析を行っている．

そして，実務レベルでの研究例としては，山崎ら 5)が挙げられる．山崎らは，す

でに構築されていた土地利用・交通モデルにミクロ経済学の基礎理論（部分均衡

理論：労働市場と土地市場が考慮されているが，厳密には土地市場のみ）を導入

する形でCUEモデルを構築し，交通施策による地域レベルの環境影響評価を行っ

ている．なお，山崎モデルでは，四段階推計法を用いている為，先に挙げた Anas

モデルでは取り扱われていない交通手段選択まで考慮されている．

本研究では，地方都市を想定し，ゾーン単位でのトリップ量の把握と，都市政

策によるインパクト分析を目的としている為，交通手段選択など細部の交通行

動を考慮した山崎・上田モデル 5)ではなく，Anasモデル 4)に改良を加える形でモデ

ル構築を行った．具体的には，より正確に家計サイドで発生するトリップを表現

する為，従来Anasモデルでは考慮されていなかった買い物先の代替を考慮し，買

い物トリップを明示的に扱えるように改良を加える．

なお，地方都市における都市政策は，家計サイドに大きな影響が現れると考え

られる為，第 3章で構築するモデルでは，家計によるトリップのみを考慮するこ

ととした．
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2.3 二酸化炭素排出量の推計について

モデルを用いて環境負荷の排出量を推計する場合，留意すべき点がある．それ

は，環境負荷の排出量を発生ベースでカウントするのか，帰着ベースでカウン

トするのかという問題である．例えば，公共交通機関が利用される際の環境負

荷排出量を推計するとして，公共交通機関の事業者が運行を行う際に環境負荷

が排出されたとしてカウントする場合と，利用者が公共交通機関を利用する際

にカウントする場合が考えられる．

しかし，この双方をともにカウントした場合，本来排出された環境負荷の倍を

カウントしてしまうことになる．

以上の理由から，モデルを構築する際，環境負荷排出量のカウントを発生ベー

スで行うのか，帰着ベースで行うのかを明確に定めなければならない．

過去の研究例では，山崎ら 5)らがトリップ発生ベースで推計を行っている．本研

究においても，山崎らと同様，トリップ発生時に環境負荷量をカウントする形を

採用する．
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第3章 モデルの概要

3.1 前提条件

本モデルでは，各ゾーン（zone1, ..., zonei）間に１本の交通リンクが張られ，かつ，

Lowry Model 3)と同様に，域外との交流が存在しない閉じた都市を想定する．

家計は，労働力を企業に提供し，土地（または住居）の購入を行う．そして，全

ての土地へ移動可能とし，合成財，土地，レジャーの各々の需要に応じて各々の土

地で買い物を行う．次に，家計属性についてである．ここでは単一の家計を考慮

するが，（居住地―就業地）の組合せ選択においては，ロジットモデルでの推計を

行う為，異なる選好を持つと仮定する．全ての土地の賃金，地代，財の価格は，

それぞれの土地で決定される．

企業は，労働と土地を投入し，交通トリップも含めた集計的な合成財を生産・販

売する（財の区別は無い）．この時，技術は規模に関して収穫一定とする．そし

て，各ゾーンに立地する企業数は，前もって決められているものとする．また，購

入先が異なる場合，別の財として区別する．それゆえ，財の価格は各土地間で競

争される．

添え字は，以下のように示される．

i：居住利用される土地

j：就業利用される土地

k：買い物利用される土地

3.2 家計の行動モデル

最初に，家計行動について記述する．家計は，全ての市場においてプライステー

カー（価格受容者）であり，また全ての移動にかかる費用と時間を与えられてい

るものとする．効用最大化行動に基づき，決定された効用によって居住地ー就業
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地の組み合わせ (i, j)決定する．居住地―就業地の組み合わせ (i, j)決定後，居住地

の大きさ，レジャー時間，労働時間，合成財消費量が決定される．　　

買い物行動について

家計タイプ（居住地―就業地の組合せ）ごとに合成財消費量が決定された後，

買い物先ごとに消費量を決定する（代替を考慮）．この時に決定される買い物先

ごとの合成財消費量が，買い物トリップを意味する．

　　

以上の行動を 2段階に分解して記述する．まず第一段階として，（居住地ー就業

地）の組み合わせを選択した際，通勤費用を加えた予算制約の下，効用最大化問

題の定式化を行う．これにより土地の選択，そしてレジャーと買い物におけるト

リップ需要が決定される．そして第二段階として，家計は，先の段階で得られた

最適な効用関数を基に土地の組み合わせを選択する．この選択確率は，ロジット

モデルによって算出される．

第一段階は，コブ―ダグラス効用関数で定式化し，第二段階では，買い物先に

よる代替性を考慮し CES型効用関数によって定式化する．

【第一段階】

max
qij ,Lij ,Zij

Uij = αlnZij + βlnqij + γlnLij + uij (3.1)

subject to；

Zij

∑
k

(pk + 2tik) + ρiqij + 2vtij

= wj(H − Tij − Lij) (3.2)

【第二段階】

max
Zijk

Zij = [
∑
k

(αk)
1

σk (Zijk)
σk−1

σk ]
σk

σk−1 (3.3)

subject to；

∑
k

pkZijk ≤ pZij (3.4)

これを解くことにより，以下の式を得る．

Zijk = αk

(
pk

p

)−σk

Zij (3.5)
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また，所得制約を full income approachを用いて書き換えると以下のようになる．

∑
k

Zijk(pk + 2tik + 2wjgik) + ρiqij + 2v(tij + wjgij) + wjLij = wjH (3.6)

α, β, γ：消費シェアパラメータ（
∑

k αk + β + γ = 1）

αk：買い物先ごとの代替パラメータ

σk：代替パラメータ

Zijk：買い物ゾーン kにおける合成財の購入量

pk：買い物ゾーン kにおける合成財の価格

qij：居住地 iの大きさ

Lij：余暇時間

ρi：土地 iにおける資本レント

wj：土地 jにおける単位時間当たりの賃金

H：総利用可能時間

v：通勤日数

tik：土地 iから土地 kまでの移動にかかる費用

Tij：総移動時間

gik：居住地 iから土地 kまでの買い物交通にかかる費用

uij：家計によって異なる選好

各家計の総移動時間は，以下のように表わされる．

Tij = 2vgij +
∑
k

2gikZijk (3.7)

よって居住地―就業地 (i, j)の組み合わせにおける家計純所得は，wjH−2v(tij+wjgij)

となる．

これらより，居住地―就業地 (i, j)の組み合わせ家計による合成財需要 ∗Zij は，

9



∗Zij = α
wjH − 2v(tij + wjgij)∑

k[pk + 2tik + 2wjgik]
(3.8)

居住地―就業地 (i, j)の組み合わせ家計によるゾーン iの居住地需要 ∗qij は，

∗qij = β
wjH − 2v(tij + wjgij)

ρi
(3.9)

居住地―就業地 (i, j)の組み合わせ家計によるレジャー需要 ∗Lij は，

∗Lij = γ
wjH − 2v(tij + wjgij)

wi
(3.10)

(3.8)-(3.10)式を用いて，間接効用関数を表すと以下の様になる．

∗Uij = ln[wjH − 2v(tij + wjgij)] −
∑
k

αln(pk + 2tik + 2wjgik) − βlnρi − γlnwj + uij

次に，家計の就業地―居住地の組合せによる効用選択は，ロジット選択確率Ψij

によって表現される．

Ψij =
exp(λ∗Uij)∑

s

∑
m exp(λ∗Usm)

,
∑
ij

ψij = 1 (3.11)

Ψij：就業地 j，居住地 iの選択確率

λ：家計選択の特異性を表す項（∞なら特異性は消失，0なら特異性が現れる）

さらに立地選択確率 Ψij と総家計数N を用いることで，各ゾーンに立地する家

計数が計算される．

Ni =
∑
j

NΨij (3.12)

3.3 企業の行動モデル

企業は，操業地に立地し，投入産出ともにプライステイカー（価格受容者）で

あり，これらの情報は外生的に与えられる．そして，労働力と資本を投入し生産

を行う．その行動は，利潤最大化行動に従う．
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上記より

max
Mj ,Qj

πj = PjXj − Mjwj − Qjρj (3.13)

s.t.

Xj = M δ
j Qµ

j (3.14)

Xj：産業による生産量

Mj：労働投入量

Qj：土地投入量

δ, µ：パラメータ（δ + µ = 1）

m：旅客トリップへの変換係数

ρj：ゾーン jの地代

wj：ゾーン jにおける賃金

これより，要素需要，トリップ需要は以下のようになる．

Mj = δpjw
−1
j Xj (3.15)

Qj = µpjρ
−1
j Xj (3.16)

そして，規模に関して収穫一定，ゼロ利潤条件より土地 jにおける生産物の価格

は以下のようになる．

pj =
wδ

jρ
µ
j

δδµµ
(3.17)

3.4 ゾーン間トリップの取扱について

ここでは，ゾーン間トリップの算出方法について記述する．第 2章で示した通り，

本研究では地方都市で実施される都市計画・政策を想定している．この為，施策

による影響の多くは，家計サイドに現れると考え，家計のトリップに焦点を当て

てモデル構築を行っている．このため，企業サイドで発生するトリップは考慮し

ていない．
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しかしながら，多数の企業が立地する中核都市などを対象とする場合，企業サ

イドで発生するトリップ（業務トリップ等）は，考慮すべき重要な事項であり，こ

れらを組み込んだ分析手法の構築に関しては，今後の課題としたい．

それぞれの１日当たりのトリップ（ゾーン i から ゾーン jへの移動）を以下のよ

うに定式化する．(3.18)式は通勤トリップ数，(3.19)式は買い物トリップ数を表す．

wFij = Nψij (3.18)

sFij =
(

N

v

) ∑
s

ψisZisj (3.19)

wFij：通勤による交通量

N：家計数

ψij：居住地 i―就業地 jの家計による選択確率

sFij：買い物による交通量

ψij：居住地 i―買い物先 sの家計による選択確率

Zisj：ゾーン iに居住する家計がゾーン sにおいて購入した財 rの購入量

v：コンバータ

そして，家計による１日当たりのゾーン iからゾーン jへの合計交通量は，

F h
ij =w Fij +s Fij (3.20)

また，ゾーン j からゾーン iへの合計交通量は，F h
ji ≡w Fji +s Fjiで表わされる．こ

れにより，家計によるゾーン i − j間の総交通量 TF h
ij は以下のように表わされる．

TF h
ij = F h

ij + F h
ji (3.21)

また i = jのとき，域内交通として扱う．域内交通では，長方形の細長い地域を

考えて定式化する．まず長さ iの持つゾーンを端から端まで移動にするのに時間

と費用を，gi，tiとおく．これより，域内交通はこの半分の時間と費用が必要にな

ると考えると，

gii =
(

1
2

)
gi，tii =

(
1
2

)
ti (3.22)
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と定式化できる．以上より，ゾーン iからゾーン j への域内交通は，gij =
(

1
2

)
(gi +

gj) +
∑j−1

s=i+1 gs，tij =
(

1
2

)
(ti + tj) +

∑j−1
s=i+1 tsとおける．　

ゾーン iにおける総交通量は以下のようになる．

Fi = Fii +
∑
j ̸=i

(Fij + Fji) (3.23)

3.5 均衡条件

本モデルでは，3つの均衡を定義する．このとき，家計の数N，家計の総利用可

能時間H，総土地量（市街地利用面積）Aiは外生的に与えられる．これより，合成

財価格（ゾーンごと）p，資本レント ρ，賃金w，企業による合成財の生産量（ゾー

ンごと）X，移動時間（ゾーンごと）gが求められる．

ゾーン iにおける土地市場の均衡条件は，

N
∑
j

ψij(p,ρ, w)qij(wj , ρi) + Qi(pi, ρi, Xi) = Ai (3.24)

ゾーン iにおける労働市場の均衡条件は，

N
∑
s

ψsi(p, ρ, w)[H − Tsi − Lsi(wi)] = Mi(pi, wi, Xi) (3.25)

ゾーン iにおける合成財の市場の均衡条件は，

N
∑
ij

ψij(p,ρ, w)Zijk(ws, pi) = Xk (3.26)

また，ゼロ利潤条件より以下の式が導ける．

pi − pi(wi, ρi, p) = 0 (3.27)

3.6 交通手段別交通量の推計

ここでは，先に示したゾーン間別交通量を元に交通手段別の交通量の算出手

法を示す．まず，前提として，家計の通勤 wTFij・買い物 sTFijでの移動手段は，自動

車（自家用車・タクシー）・バイク・バス・鉄道の 4つがあるとした．これより交通

手段の交通量推計は，家計のみを考えることとする．

交通手段の選択は，以下のロジット選択確率によって計算される．

P h
ijm =

−θhexp(qijm)∑
m −θhexp(qijm)

(3.28)
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P h
ijm：家計の i − j間移動における交通手段mの選択確率

θh：ロジットパラメータ

qijm：i − j間移動における一般化費用

ゾーン i − j間における交通手段mを用いた交通量 TF h
ijmは，

TF h
ijm = P h

ijmTFij (3.29)

となる．

3.7 二酸化炭素排出量の推計

ここでは，CO2排出量の推計方法について記述する．最初に家計部門を考える．

家計部門からの環境負荷排出は，自動車（自家用車・タクシー），バイク，バス，鉄

道の 4部門から排出されるとし，3.29で得られる交通手段別のトリップ量に，既往

研究で得られる排出係数を乗じる．添え字mは，交通手段を表す．

EMh
ijm = αCO2

m TF h
ijm (3.30)

EMh
ijm：居住地 i，就業地 j の組み合わせを持つ家計が交通手段mの利用によって

排出される二酸化炭素排出量

αCO2
m ：交通手段mの排出係数

TF h
ijm：家計の i − j間移動における交通手段mの交通量

m1：自動車

m2：バイク

m3：バス

m4：鉄道

ゾーン iに立地する家計の移動によって排出される二酸化炭素排出量は，

TEMh
i =

∑
j

∑
m

EMh
ijm (3.31)

TEMh
i ：居住地 iに立地する家計の二酸化炭素排出量
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第4章 中国常州市パーソントリップ調査の集計

4.1 調査概要

常州市（図-4.1）は，国内の中枢都市である蘇州市に隣接し，近年の経済発展に

伴い急速に発展・拡張した．

こうした経済発展は，都市交通の急速な変化，或いは都市機能において重大な

影響を与える事が予想されるため，現状の常州市におけるトリップ状況を把握す

ることを目的として，常州市パーソントリップ（PT）調査が実施された．

図–4.1 常州市立地
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調査範囲は常州市全市とし，中心地（大ゾーン区分番号 01-02）である中心城区

では抽出率約 2.0％，郊外（大ゾーン区分番号 03-05）である外郭郷鎮区では抽出率

0.5％とし，2009年 2月 16日～2月 18日（平日）の 3日間に渡って実施された．調査方

法は，訪問調査によって実施され対象となった世帯居住者に，調査票を配布する

形で行われ，調査票には月曜日から水曜日の中で，任意の 1日分のトリップに関

して記入することとしている．

サンプル回収された 82, 090の内，集計されたトリップ総数は 74, 822となっている

16)．

本研 究 で は ，集 計 さ れ た 元 デ ー タ か ら OD表を 作 成 す る 形 で 再 集 計 を 行って い

る．なお再集計に際して，以上の抽出率を踏まえ，市の中心地区での拡大係数を

50，郊外地区での拡大係数を 200とした．

ゾーン番号の表記について

本論文では，常州市のゾーン区分を表す番号として，0103のように 4桁の数字

をゾーン表記番号として用いている．まず，最初の 2桁（先に挙げた 0103の場合，

01の部分）は，大ゾーン区分を表しており，数字が大きくなるにつれ，市の中心

から離れていくように割り当てられている（図-4.2）．そして，次の 2桁（先に挙げ

た 0103の場合，03の部分）は，大ゾーンを分割した中ゾーン区分を表している．

4.2 アンケート項目

本調査で配布された調査票（付図-A.1）に記載された質問項目は，以下の通り．

世帯構成 ：住所，登記上の世帯人数，実際の居住人数，移動手段の保有状況（自

動車・バイク・自転車），移動手段の購入予定（自動車・バイク・自転車）

回答者情報 ：性別，年齢，月当たりの収入状況

トリップ状況 ：トリップ目的（通勤・通学・業務・買い物・娯楽（文化施設・スポーツ

施設），娯楽（友人宅等），帰宅，その他），出発時刻，出発ゾーン，移動手段，

到達時刻，到達ゾーン，移動距離（500m以上か以下か）
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ゾーン区分は，大ゾーン区分 6ゾーン，中ゾーン区分 50ゾーン，小ゾーン区分

509ゾーン（図-4.2）となっている．しかしながら，実際の PT調査結果では，トリッ

プが発生していないゾーンが存在する（0107等）．この為，実証分析では，次章で

行うモデルからのトリップ推計結果と PT調査結果との比較を行う際，PT調査で

トリップが出現したゾーンのみの推計結果を取りだす形で比較を行っている．

　

4.3 集計結果

本研究では，調査表集計データを基に，通勤・買い物トリップ数を集計したOD

表（付表-B.11，付表-B.12）を作成した．なお，前節に示したように元データは，月

曜日から水曜日の中で回答者が任意に選んだ 1日分のトリップを集計したものと

なって い る ．ま た OD表 作 成 の 際 ，基 本 的 に は 中 ゾ ー ン 区 分 に よ る 集 計 結 果 を 採

用しているが，極端にトリップが発生・集中したゾーン，またトリップ数が極端に

少ないゾーンでは，小ゾーン区分のデータを統合或いは，分割することとした

（付表-B.10）．ここでは，回答者年齢の分布（図-4.3），トリップ目的割合（図-4.4），各

ゾーンごとの発生・集中トリップ数を表したグラフ（通勤：図-4.5，買い物：図-4.6）の

以上 4点のデータを掲載する．

回答者の年齢層（図-4.3）は，20歳以上の成人割合 92％（20～59歳：80％，60歳～：

12％），20歳以下の未成年が 8％となった．これより，日本に比べて高齢者の割合

が小さいことが分かる．

トリップ目的割合（図-4.4）では，平日での調査実施であった為，通勤トリップの

割合が多くなっていることが読みとれる．

4.4 常州市におけるトリップの特徴

通勤トリップに関して，発生・集中トリップ数をゾーン毎にグラフで表したもの

が，図-4.5である．上図は中心地区（大ゾーン区分 01-02），下図は郊外地区（大ゾー

ン区分 03-05）を表している．このグラフより中心地区では，集中トリップ数が発

生トリップ数を上回り，郊外地区では，発生トリップ数が集中トリップ数を上回っ

ていることが分かる．
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図–4.2 PTゾーン区分
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次 に ，通 勤 ト リップ に お け る 内々ト リップ（ 各 ゾ ー ン を 発 地 と す る ト リップ の う

ち目的地が同一ゾーンであるトリップ）の割合を見ていく．内々トリップ割合が 50

％を越えたゾーンは，6ゾーン（そのうち 5ゾーンが大ゾーン区分 03）となってお

り，全体の 35ゾーンに対して 17％に過ぎない（表-4.1）．さらに中心地区（大ゾーン

区分 01，02）では，11ゾーン中 10ゾーンの内々トリップ割合が 10％以下となった．

図-4.7は，0204を着地とするゾーンごとの発生トリップ数を纏めた図である．例

として中心地区に立地するゾーン 0204を見る．これより大ゾーン区分 03を中心に

郊外地区から，多数の通勤発生トリップ数が 0204に集中していることが分かる．

この傾向は，他の郊外地区ゾーンでも観察された（図-4.8）．

以上より市の郊外地区に居住する人は，市の中心部である 01-02に通勤するか，

居住ゾーンと同一のゾーンに通勤しているかの 2タイプ存在していると考えら

れる．

次に買い物トリップについてである．買い物トリップにおいても通勤トリップと

同様，市の中心地区では集中トリップ数が発生トリップ数を上回り（図-4.6上図），

郊外地区では発生トリップが集中トリップ数を上回る（図-4.6下図）という特徴が

見られた．

内々トリップ割合について見てみると，5ゾーン（大ゾーン区分 03-05）となってお

り，全 体 の 35ゾ ー ン に 対 し て 14％ に 過 ぎ な い（ 表-4.2）．さ ら に 内々ト リップ 割 合 0

％を記録したゾーンが，20ゾーン存在している．

日常的な買い物を，居住ゾーン外で済ますことは考えにくく，内々トリップ割合

0％を記録したゾーンの回答者は，デパートなどの大規模商業施設への買い物行

動のみを記録したものと考えられる．以上より，買い物トリップについては調査

の方法（調査票配布段階での調査員の説明や設問等）を工夫する必要がある．
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表–4.1 通勤トリップにおける内々トリップ割合

図–4.3 回答者の年齢分布

出典：常州市交通局，2008年度交通模型総合交通調査報告書
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図–4.4 トリップ目的割合

出典：常州市交通局，2008年度交通模型総合交通調査報告書

表–4.2 買い物トリップにおける内々トリップ割合
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図–4.5 パーソントリップ調査結果　通勤トリップの発生・集中量
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図–4.6 パーソントリップ調査結果　買い物トリップ発生・集中量
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図–4.7 0204集中トリップの内訳

図–4.8 03発生トリップ数の着地ゾーン（大ゾーン区分）割合
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第5章 実証分析

5.1 データセット

ここでは，構築したモデルを基に，トリップ量（通勤・買い物）の推計を行う．な

お，トリップ量の推計は小ゾーン区分で計算を行っている．

しかしながら，前章で記した様に，実際の PT調査結果では，トリップが出現し

ていないゾーンが存在する（0107等）．この為，PT調査結果との比較を行う際に

は，PT調査でトリップが出現したゾーンのみの推計結果を取りだす形で比較を

行っている．

本推計で用いたデータセットは以下の通りである．

ゾーン別市街地利用土地面積 Q（企業土地利用面積）：衛星画像データとPT調査

におけるゾーン区分とのマッピングを行い，各ゾーン毎の土地利用区分面積

を算出（付表-B.3，付表-B.4）．土地利用の分類は，市街地利用，森林，草原，水

辺，耕作地，農村，建設途中の 7つに分類する形で決定．建設途中の土地面

積の扱いであるが，市街地利用土地面積として組み入れ，市街地利用面積

としている．

ゾーン別人口 Ni：上記で作成された市街地土地利用面積に，常州市統計資料の

中にある人口密度を乗じる形で算出．なお，市街地利用面積以外の土地，例

え ば 森 林 や 湖 ，農 耕 地 に は ，人 の 居 住 は な い も の と し て 算 出 し て い る（ 付

表-B.5）．

中国都市部における１人当たりの居住地面積 q = 49.02m2（家計土地利用面積）：

中国統計年鑑 2008 17)で得られる値を引用

家計消費関数パラメータ α = 0.740, β = 0.102, γ = 0.158（次節参照）

企業生産関数パラメータ δ = 0.389, µ = 0.611（次節参照）

中国都市部における賃金率 w：中国都市部における平均賃金（出典：中国統計年

鑑 2008 17)）
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通勤日数 v = 22(days) ∗ 12(months)

総利用可能時間 H = 24(hour) ∗ 365(days)

ゾーン間移動時間，費用 tij，gij：移動時間は，次節に示すパーソントリップ調査で

得られる各ゾーン間移動時間の平均（付表-B.6）．その平均時間に交通手段利

用 割 合 を 考 慮 し た 移 動 速 度 を 乗 じ ，1km当 た り の 必 要 コ ス ト を 乗 じ た も の

を移動費用（付表-B.7）とした

以上のデータを外生変数とし，一般均衡分析でキャリブレーションと同様の手

法でトリップ量を算出していく．

5.2 パラメータ推計

5.2.1 家計部門（消費関数）におけるパラメータ推計

家計部門（消費関数）におけるパラメータ推計では，以下のデータを用いた．

α ：中国統計年鑑 2008 17)における「都市部住民家庭の 1人あたり平均の年消費性

支出」の総消費性支出額から，「住居」，「教育・文化・娯楽サービス」，「その他

サービス」を除いた金額を用い，総支出額で除した値を用いる

αijk ：PT調査で得られるゾーン毎の買い物発生トリップに対する各ゾーンへの集

中トリップ数に応じて決定（表-5.1）．なお，PT調査データ範囲との整合性か

ら大ゾーン区分で設定した

β ：中国統計年鑑 2008 17)における「都市部住民家庭の 1人あたり平均の年消費性

支出」の中にある「住居額」を，総支出額で除した額を用いる

γ ：1 − α − β = γとして得られる値を用いる

上記の数値を用いて，下記の値を得る．

5.2.2 企業部門（生産関数）のパラメータ推計

企業部門（生産関数）のパラメータ推計では，既往の研究 8)にある「中国におけ

る産業別生産関数（第一次，二次，三次産業ごと）の推定結果」を引用する（付
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表-5.2.1 家計部門（消費関数）におけるパラメータ推計結果

α 0.740

β 0.102

γ 0.158

表–5.1 αijkの設定値

表-B.8）．しかし，本研究では集計的な財を生産する企業を仮定している為，修正

を加える必要がある．

そこで，常州市における産業別生産割合 18)（付表-B.9）を用い，これを基のパラ

メータ（付表-B.8）に乗じることで修正を加えた．

表-5.2.2 企業部門（生産関数）におけるパラメータ推計結果

δ 0.389

µ 0.611

5.3 推計手法

具体的な手順としては，以下の通りである．

1. 5.1で示したデータセットの中にあるゾーン別人口（Ni）と１人当たりの居住

地面積面積（q = 49.02）を乗じ，ゾーン毎の総居住地面積を算出する

2. 衛星データから得られるゾーン毎の市街地利用土地利用面積から，1.で算

出した総居住地面積を引き，これをゾーン別の産業利用面積とする
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3. 5.1で示したデータセット（w,H, v, t, g, β），さらに 1.で求めたゾーン毎の総居住

地面積を，前章で求めた家計の土地需要関数（3.9）に代入し，地代を算出する

4. 3.で得られた地代（ρ）と 2.で得られたゾーン別産業利用面積を，前章で求め

た企業の土地需要関数（3.16）に代入し，合成財生産額（pX）を算出する

5. 4.で得られた合成財生産額（pX）と 5.1で示したデータセット（δ, w）を，企業の

労働需要関数（3.15）に代入し，通勤トリップ（M）を算出する

6. 4.で得られた合成財生産額と買い物先ごとの財消費量需要関数（3.5）を用い

て，買い物トリップ（Z）を算出する

5.4 出力データ

ここでは，先ほどのデータ・手順によって得られたトリップの出力データ（図-5.1，

図-5.2）を示す．なお，ここで算出されるトリップは，全て集中トリップのみとなって

いる．その理由であるが，通勤トリップは，企業の労働投入として求められ，ま

た買い物トリップは，家計の財購入として求められている為である．通勤集中ト

リップにおいて，常州市の中心地である核心区地帯と，その郊外地である中心区

地帯の境にトリップ数の増加が起こっている事や，市の中心から離れるに従って，

トリップ総数が増加しているなど，パーソントリップ調査で得られた結果との間

に幾つかの共通点が見られた．

しかしながら，買い物集中トリップにおいては，パーソントリップ調査で得られ

るデータと，乖離した形状になった．この原因として考えられるのは，モデルの

前提条件として集計的な財を生産・販売する企業が，当該ゾーンに対して 1企業

存在すると仮定している為，ゾーン内の企業によって生産された財は，各ゾーン

から来る家計によって消費される．この為，ゾーン毎の合成財生産額の影響を強

く受ける．

例えば 0401の場合，企業で生産要素として投入される土地面積が 11.25km2（付

表-B.3，付表-B.4）と，市の中心部に位置する 0101の 4.08km2と比べ大きい．0401に立

地する企業は，この土地投入に見合った生産を行う為，モデルから求めた生産額

も 103, 182, 892と大きくなる（0101では 5, 543, 008）．0401に立地する企業によって生産
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された合成財は，当該ゾーンに買い物に来た家計に消費されることより，0401に

おける買い物集中トリップは 103, 182, 289と過大な数値が現れた．

従って，企業生産に用いられる土地面積の算出方法などを工夫する必要がある．
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表–5.2 モデルから求めた地代
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図–5.1 モデルによる通勤集中トリップ量

31



図–5.2 モデルによる買い物集中トリップ量
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第6章 まとめと今後の課題

本研究では，海外で実施されたパーソントリップ調査を活用した都市施策評価

の為のモデルを構築し，実際に，中国・常州市で実施された調査結果を用いて，

モデルによるトリップ量（通勤・買い物）の推計を行った．

結果として，通勤トリップでは比較的良好な結果を得る事が出来た．しかしな

がら，買い物トリップにおいては，パーソントリップ上で得られるデータと，モデ

ル上から算出される結果に乖離が見られた．これは，前提条件として集計的な合

成財を生産・販売する企業を仮定した為，企業によって生産された財が全て当該

ゾーンに買い物に来た家計によって消費される，つまり生産額に比例する形で，

買い物トリップが集中するモデル構造になっていた事が原因だと考えられる．

この点に関して現段階では，企業の生産側・販売側に分け２つの企業行動を定

義することで回避出来るように考えているが，近年増加している通勤途中での

買い物行動などを分析する際には，それに対応可能なモデル構築を行う必要が

ある．

他に挙げられる課題としては，2点ほど挙げられる．本モデルでは地方都市に

おける都市政策を想定し，それらの影響が家計サイドに現れると考え，家計ト

リップのみを考慮してモデル構築を行った．しかしながら，大都市を対象とする

場合，企業サイドで発生するトリップ（業務トリップ）についても，考慮しなけれ

ばならない為，モデルに関して改良が必要となる．

この点に関して現段階では，企業の生産関数をシェアパラメータ一定のコブ―

ダグラスから，CESなどの代替を考慮した関数に変更し，業務トリップを組み入

れることで解決できると考えている．

また，本研究では，キャリブレーションと同様の手法でトリップ量を算出した為，

厳密な意味でのトリップ量の算出が行えていない．この点に関しては，数値計算

プログラムを構築することで解決を図ろうと考えている．
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A.1 調査票

図–A.1 調査票
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付 録B 付表

表–B.1 分割・統合表
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表–B.2 家計の消費関数パラメータの推計に用いたデータ

出典：中国統計年鑑 2008 17)

表–B.3 推計で用いた面積データ (010101-010604)
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表–B.4 推計で用いた面積データ (010701-050307)
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表–B.5 推計で用いた人口データ
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表–B.6 推計で用いた移動時間データ
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表–B.7 推計で用いた移動費用データ

表–B.8 用いた生産関数パラメータの基データ

出典：植田ら，環境問題への計量経済学的接近 8)
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表–B.9 常州市における産業別生産割合

出典：KPMG，常州投資環境報告書 18)

表–B.10 PT調査における人口データ（中ゾーン区分）

出典：2008年度交通模型総合交通調査報告書
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表–B.11 統合分割作業後の通勤トリップOD表
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表–B.12 統合分割作業後の買い物トリップOD表
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生活の難しさなど，大変多くのことを学びました．福井氏には，常日頃から研究

や進路の相談に乗って頂きました．また，一人で研究を押し進めていく能力と姿

勢は，モチベーションとなり，一方で未熟な私から見ると，尊敬の念すら抱いて

おりました．ここに深く感謝の意を表したく存じます．

秘書であります藤本彩氏には，日頃から研究室の運営に際しまして事務上の

サポートなどご支援を頂きました．心より御礼申し上げます．

最後に，自分の信じた道を不器用に邁進する私を，24年に渡って見守り育てて

頂いた両親に感謝の意を表しまして謝辞とさせて頂きます．


